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要旨 

【目的】A県 B町における若年生活習慣病予防健診に着目し、その実施状況と事後の保健指

導から保健師の活動展開の評価について検証し活動展開における課題を明らかにする。 

【方法】若年生活習慣病予防健診にかかわる保健師に、インタビューガイドを用いた半構造

化面接を実施し質的に分析した。 

【結果】保健師の保健活動の内容について【保健師の保健指導】【地域との関わり】【対象者

の変化】【子どもの日常生活】【子どもの健康現状】の 5 コアカテゴリーと 14 カテゴリー、

33 サブカテゴリーが抽出された。保健師は、若年生活習慣病予防健診を通し、個別支援に

よる健康と地域住民の健康の維持・向上、様々な健康・生活問題の把握を努めており、事業

継続の必要性を感じていた。一方で、時間やマンパワー不足から活動評価が十分に行えてい

ない状況があった。また、保健活動する際、地域、学校、家庭との連携に困難を感じていた。 

【考察】保健師は、現在の事業継続は必要だが、時間やマンパワー不足から十分な活動評価

が行えておらず、結果として、保健指導の活動効果が十分でないと感じていることが明らか

となった。また、活動評価を行うためには、保健指導における実戦力のさらなる向上ととも

に、地域、学校、関係機関との組織的な連携体制の構築・強化のための仕組みづくりが必要

であり、それらが保健活動の効果的な展開を可能とし、活動効果の向上となると考える。 

キーワード：若年生活習慣病予防健診、保健師活動、保健活動評価

I. はじめに

わが国では、地方公共団体において、様々な事業が行われている。事業実施において、活

動評価を含む事業評価は、活動効果を示すために重要とされている。限られた財源・人材な

どの資源を、より有効かつ適正に配分していくためには、マネジメントサイクルを重視し、

PDCAサイクルにおける評価の結果や改善点を次の Plan（計画）に活用していく必要がある。

しかし、地方公共団体の半数以上がその評価に困難を感じており、取り組んでいる地方公共

団体は少ない現状がある 1）。 

保健師においても活動評価が重要とされており、「地域における保健師の保健活動に関す

る指針」2）では、PDCA サイクルに基づいた地域保健関連施策の展開及びその評価を行うこ

とが求められている。保健師は PDCAサイクルを活用し、多くの情報を収集して課題を整理

し、課題解決のための仕組みづくり、保健活動計画・実施へと発展させている。しかし、そ

れらの多くは保健活動の実績（アウトプット）として示されるものの、活動による成果や活

動の質を示すものは少なく、保健師は活動評価に困難を感じていることが指摘されている

3）。実際の保健活動を通して把握した主観的なデータと客観的なデータを分析した結果など

を組み合わせ、事業を展開することが重要であるものの、対象者の行動の変容や健康意識の

変化などの主観的なデータは把握、数値化することは難しく、保健師の活動、評価方法につ
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いて具体的に示した指標はほとんどない。そのため、PDCA サイクルに基づいた活動展開の

評価が十分でなければ、サイクルは円滑に回らず、事業の成果も見えないこととなり、活動

効果を示し難く、さらに活動展開の評価を困難としている。 

A県 B町では、子どもの肥満が問題であり、1997（平成 9）年より小学校高学年児童・中

学生を対象とした若年生活習慣病予防健診（以下、若年健診）を実施している。保健師は企

画や実施、事後の保健指導に関わり、特に保健指導は保護者を含めて実施しているものの、

B 町の子どもの肥満の割合は全国よりも高い状況が続いている。保健活動の評価が十分でな

い状況が事業実施の効果を半減している可能性がある。そこで本研究では、保健師の効果的

な保健活動の実施、活動効果に資するため、A県 B町の若年健診に着目し、その実施状況と

事後の保健指導から保健師の活動展開の評価について検証し活動展開における課題を明ら

かにすることを目的とした。 

II. 研究方法

1. 対象地域・事業内容

対象とした A県 B町は県最南の山岳地帯に位置し、総面積 241.98㎢で、うち約 80％

を山林が占める、自然豊かな町である。2021 年の総人口は 5,151 人、年少人口 417 人

（8.3％）、生産年齢人口 2,368人（50.6％）となっており、農業、林業の第三次産業を

主幹としている。 

地域住民の健康づくりについて、「まちづくりの主役は町民である」という考えのも

と、住民と行政が協力し合いながら、健康な地域づくりを目指し、活動に取り組んでい

る。中でも、子どもの肥満の割合が経年的に高く、全国と比較しても高い。そのため、

1997（平成 9）年から小学校高学年児童・中学生を対象とした若年健診を実施し、要指

導と判定された子どもとその保護者に対する保健指導を中心とした取り組みを行って

いる。受診率は 100％であり、要指導者の割合は約半数である。そのほか、行政主体の

ジュニアヘルス教室の開催、栄養教室の実施、保護者を含めた保健指導の実施等継続し

た支援を行っている。 

2. 研究対象と選定

1） 研究対象

A県 B町の若年健診にかかわる保健師 2名、栄養士 1名とした。栄養士は、若年健

診において、保健師と共同で企画・運営、実施していることから調査対象とした。 

2） 対象者の選定

A県 B町の主任保健師へ本課題の趣旨等を書面及び口頭で説明し、調査協力を依頼

後、対象者を推薦してもらった。その後、対象者に本課題の趣旨等について書面及び

口頭で説明し、調査協力を依頼した。 

3. 調査方法・内容

インタビューガイドを用いた半構造化面接を実施した。インタビュー前にフェイ

スシートで対象者の情報（年齢、性別、若年健診への関わり等）について確認した。
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その後、インタビューを実施し、対象者の許可を得て ICレコーダーとメモ用紙に記

録した。インタビュー内容は主に、①子どもの健康について思うこと、②A県 B町の

日常生活の現状と課題について、③子どもの生活習慣病予防健診の実施状況と事後

の保健指導の現状と課題について、④子どもの健診を支援する中で感じた困難及び

工夫している点等についてである。インタビューは対象者の勤務する施設で行った。

調査期間は、2020年 9月～10月であった。 

4. 分析方法

録音したインタビューデータをもとに逐語録を作成し、意味内容に留意して最小

限度の文脈が要約されるコードを抽出しカテゴリー化を行った。また、分析の信頼性、

妥当性を確保するために、分析の過程において質的研究の経験者からスーパーバイ

ズを受けることで分析の厳密性を高めた。 

5. 倫理的配慮

本研究課題について、所属機関における研究倫理委員会の承認を得た(202 年 7 月

6日承認、承認番号 20-04)。また、対象者に対して、本研究における研究趣旨、方法、 

対象者の自由意思による参加と匿名性の保証、本課題に参加しない場合でも不利益を 

被らないことの保証、個人情報の取り扱いに関する説明、データの取り扱いと処分方 

法、得られたデータの使用について、研究代表者が口頭及び文書で行い、参加の同意 

を文書により取得した。 

III. 結果

1. 研究対象者の概要

研究対象者の概要を、表 1に示した。研究対象者の年齢は、20代 1名、40代 1名、

60代 1名で、インタビュー時間は平均 53分であった。 

2. 保健師の保健活動に関する内容

保健師の保健活動に関する内容を、表 2に示した。分析の結果、5コアカテゴリー、

14カテゴリー、33サブカテゴリー、190コードが抽出された。以下、コアカテゴリー

を【 】、カテゴリーを《 》、サブカテゴリーを〈 〉、コードを『 』、対象者の語

りは「斜体」とした。

1）【保健師の保健指導】

【保健師の保健指導】は、《保健師の事業評価》《保健師の保健指導評価》《保健師 
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の知識・技術》《保健指導実施上の課題》の 4カテゴリーから構成された。 

《保健師の事業評価》では、「この事業自体が子どもだけがターゲットではない…、

保護者世代の働きかけにもなる」と事業をとらえており、『必要な事業』『健康づく

りを意識させるためには、とてもいい内容の事業』と考えていた。事業方法につい

ては、「（健診の内容や実施状況は）追加はしなくてもいいかな。学校健診ともリン

クしている」など、『改善したほうがいいというのは思いつかない』ことから、現状

の事業方法でよいと評価していた。 

《保健師の保健指導評価》では、「それ（健診結果）を評価する労力が大変だった」

や「時間がなかなかとれない」など、『効果について分析する時間的余裕のなさ』や、

『他の業務と並行して実施することの困難』といった、業務量の多さやマンパワー

不足を感じていていた。また、1人と長期的にかかわることで、健診結果が改善する

ことを実感しており、『1人を長期間継続で見ていければ評価ができる』と考えてお

り、『アンケートは、個人よりも全体の評価に使用』することで、保健活動全体の効

果を示す事業評価に反映されていた。しかし、生活習慣についての個別のアンケー

ト結果は、「健診結果の説明はするが評価しておらず資料として使用していない」状

況であり、対象者個別の生活習慣改善の保健指導に活用されているが活動展開の評

価には反映されていなかった。 

《保健師の知識・技術》では、保健指導は、「基本的には、大人の特定保健指導が

ベース」にし、「保護者と一緒に話をすることで、その子の問題だけれども、おうち

の問題として話ができる」と考え、『保健指導した際の家族への普及効果の工夫』を

行っていた。また、「（保健指導の）質を上げなきゃいけないなと思うような、困難

ケース」や「みんなで同じような話ができるようには働きかけはしているんですけ

ど、なかなか難しいときもある」など、『個人で勉強しているが指導内容に疑問を感

じる時がある』と、保健指導の知識・技術の向上についての不安を述べており、『保

健師側の説明技術の向上と工夫の必要性』を感じていた。そのため、「何かにつけて

は、みんなでいろんなことを共有するようにしている」「外の養教さんたちも同じ」

など、関係者のコミュニケーションや連携することで、より効果的な事業が実施で

きると考えていた。 

《保健指導実施上の課題》では、保健師自身の課題として、「内容とか方法につい

ては、人出不足というか、従事者がもう少しあったり、…特に健康づくりの部門の

知識とかの共有がなかなかできていない。勉強会とかも開催できればいいんでしょ

うけど、…その人、その人で差がちょっとあったり…」など、『人手不足』『学習会・

勉強会の必要性』『人手不足と健康づくりの知識の共有不足』『指導する側の指導力

の差』など、マンパワー不足や指導力の差、指導方法の共有に困難を感じていた。

一方、住民については、「（健康診査の必要性、事後保健指導について）集団で話を

しても、それが自分のものとしてはなかなか受け入れられない」、反面、若年健診で

はあるが、「保護者が一緒であることで家族の問題として対応できる」「子どもだけ
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でなく保護者世代への働きかけにもなっている」など「親子での健康についての話

題提供」の場ともなっていることから、保護者や家族への波及効果が認められ、『対

象は子供だけでなく全町民である』と認識していた。 

2）【地域との関わり】

【地域との関わり】は、《家族の関わり》《地域住民との関わり》《多職種連携》の

3カテゴリーから構成された。 

《家族の関わり》は、保健師は保健指導により、「改善がうまくいかないおうち、

改善がうまくいくおうち、保護者の意識とかなんだろうなと思いますね。」など、『多

忙、興味ない』保護者がいる一方で、『子の健診結果を父も聞きに来る、親子での情

報の共有』など、家庭における健康意識の差を感じていた。また、普段、祖父母に子

どもの面倒を見てもらうことが多い場合、保護者と祖父母との関係性、あるいは、『家

庭環境の変化や親と子の立場の逆転』などから、積極的な関わりが難しい家庭がある

と感じていた。 

《地域住民との関わり》では、若年健診結果から、『町全体で（肥満改善）できる

ことはないか』との視点を持ち、他の世代、別の事業につなげ、地域住民域全体に目

を向けていた。一方で、『（対象者が）発達障害のため指導が伝わらない』など、対象

者個別の特性や多様性、課題から、保健指導を実施しても内容が伝わらない、伝わり

ずらい現状があり、保健師の取り組みだけでは限界があると考えていた。 

《多職種連携》では、『学校の協力体制、学校側の努力』により、子どもと教諭、

養護教諭と保健師が一体となって肥満予防や生活習慣病予防に取り組んでいた。こ

のことが、子どものやる気につながっており、『学校との連携による効果向上』にな

っていた。また、このような学校では、養護教諭以外の教諭も自ら子どもの健康を意

識しており、『学校との健診結果の共有と学校からの保健指導相談の依頼』など学校

側から保健師と連携をとる姿勢がみられた。一方で、『学校の協力体制の低さ』によ

り、学校や養護教諭、教諭との連携がうまくない場合、子どものやる気につながりに

くく、保健師は肥満予防や生活習慣病予防が効果的に行えていないと感じていた。 

3）【対象者の変化】

【対象者の変化】は、《健診での変化》《健診施行目的》の 2カテゴリーから構成さ

れてた。 

《健診での変化》では、『若年健診が楽しみやイベント感覚になっている』や『み

んなで受けるという雰囲気』など、保健師は子どもの気持ちの変化や、健診受診が当

たり前のようになっていることを感じていた。また、継続して若年健診を実施してき

たことで、住民全体の健診に対する意識の変化や、『町民の健康づくりの知識の変化』

を感じていた。しかし、住民の健診に対する意識の変化に伴い、『現在は健診受診希

望が多いこと（で保健指導の対応）が困難』であることがあげられた。B町では、健

診受診者に広く健診後の保健指導を実施しており、「皆さん（住民が保健指導を）受

けたい」と、健診受診者の増加に伴う保健指導の対象者が増えたことによる業務増加
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とマンパワー不足を感じていた。 

《健診実施目的》では、一部の子ども、保護者ともに、「何のためにやって、なぜ

今必要なのかを指導」しているが、保健指導の目的が十分に伝わっていなかったり、

目に見える効果の実感が難しいことから、『自分のものとしてはなかなか受け入れら

れない』ことがあげられた。また、『子どもにより健診の目的をわかっていない』た

め、若年健診の受診や、生活習慣を改善する必要性について理解ができていないこと

が、『小中学生の肥満度に変化はない』現状につながっていた。 

4） 【子どもの日常生活】 

【子どもの日常生活】は、《食生活》《運動習慣》の 2カテゴリーで構成されたてい

た。 

《食生活》では、塾やクラブ活動で『子どもが忙しい』ため、移動時間等に小腹を

満たすため間食など、コンビニ等で手軽に摂取できることから、『間食の多さ』と、

『夕食時間と摂取内容の検討』などの必要性を感じていた。   

《運動習慣》では、「体を動かす時間が少なくなっている」ことや、地理的理由や

安全面の理由などから、学校まで保護者が「車で送る（送迎する）」ことが結果とし

て、『運動習慣の減少』につながっていた。 

5） 【子どもの健康現状】 

【子どもの健康現状】は、《肥満の増加》《歯への意識》《生活習慣改善》の 3カテ

ゴリーで構成されていた。 

《肥満の増加》では、「乳幼児の健診ではそんなに肥満の子がいないかなと思うん

ですけれども、…小学校に入って 3年生ぐらいからかな、太り出す子が多いかな…」

と、『乳幼児の健診では肥満が少ない』が『小学校に入学後肥満になる』子どもが多

いことを述べており、若年健診の事後の保健指導の重要性を感じていた。しかし、「い

い事業だな」と思っていても『肥満の改善なし』と実感しており、保健活動の効果が

薄いことを感じていた。 

 

IV. 考察 

1. 保健師の保健活動について 

【保健師の保健指導】について保健師は、現状の活動方法でよいと《保健師の保健指

導評価》している一方で、保健指導を実施することの困難や、保健指導実施後のアセス

メント、活動の評価が十分に行えていないと《保健指導実施上の課題》を感じていた。

保健師自身は、活動自体の振り返りはできているものの、活動展開の評価を行えていな

いことから、若年健診が効果ある事業だと評価できないと推察される。保健師の保健活

動の評価は、事業の信頼性を担保し立証することの必要性が指摘されている 4）。保健活

動を評価するうえで、活動の展開における評価は必須である。事業を通して、対象住民

の健康維持・向上に寄与できたか、活動の成果を立証するために、保健活動を評価し、

保健活動の見直しや改善を行う必要がある。A県 B町においても同様に、保健師の日常
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業務の中で保健活動の活動展開の評価をすることの必要性や方法が確立しているとは

言い難い状況である。保健師は、保健活動の中での評価視点を意識し、活動の目的に照

らし合わせた評価へ結びつけるとともに、評価方法の検討と活動展開における評価の

必要性があるといえる。 

保健師はこれまでの経験や知識、技術を活用し、日常業務において養った《保健師の

知識・技術》の実践力により活動を進めていた。例えば、『配布資料は大人も子供も同

じ』ものを使用し、『保健指導方法の工夫』をし、『家族（子ども）に保健指導した際の

家族への普及効果の工夫』を行い、大人の健康の意識づけや、地域への波及効果を見込

んだものである。これら保健活動の一連の過程は、保健師活動の中から生まれた経験と

知識を活用し、実践力において活動方法を追加・修正することで、個々の住民の健康問

題から集団に共通する地域の健康課題への活動へと展開している。このことは保健師

が、課題の把握、目標設定、事業の実施ができていると考えられるが、保健師の経験値

としての実践力であり、具体的な内容や指標を示すものではない。よって、この実践力

を可視化することを難しくし、「感じたことを結果に反映できない」と、評価内容に十

分に生かされていない。加藤ら 4）は、根拠に基づく効率的・効果的な活動を推進してい

くためには、地域の特性を踏まえながらこれまでの保健師活動を評価することの必要

性を述べている。しかし、本研究では『人手不足』のため、活動が評価まで至っておら

ず、これは時間やマンパワー不足等から十分な活動の振り返りや評価が行えていない

ことが推察された。PDCA サイクルの一部であり、日々の活動の評価である《保健師の

保健指導評価》が行えていないことは、PDCA サイクルに基づいた活動展開ができてい

ないこと、つまり、効率的・効果的な活動できていないことの原因と考えられる。現状

の人員で活動を継続し、さらに活動の評価をするためには、あらためて PDCA サイクル

に基づいた活動展開が必要であり、日頃の活動展開を振り返るとともに活動展開を評

価することが、活動の効果を可視化することにつながると考える。 

また、保健師は、『学習会・勉強会の必要性』を述べており、『個人で勉強しているが

指導内容に疑問を感じる時がある』と、保健指導の知識・技術の向上についての不安を

挙げ、健康づくりの知識の不足や、保健指導する側の指導力の差を感じていた。先行研

究 5～7）では、業務量の増大や業務における困難感、能力不足を感じている保健師、特に

人口規模が小さい自治体における教育体制の充実が望まれることが明らかとなってい

る。さらに、多くの自治体では、保健師経験年数に応じた教育体制、研修等を整備して

いる。しかし、従事している保健師数や業務等から保健師は、より多くの対応能力を求

められ、保健指導の内容によっては、『指導する側の指導力の差』を感じるのではない

だろうか。B 町の保健師においても、マンパワー不足や業務優先となっており、「勉強

会ではないが、スタッフ間で知識の共有をしている」と研修としての時間が取れていな

いことがうかがえる。保健活動の質の担保や、そこから発展するアセスメント能力・判

断力を向上させるための研修を受講できる体制作りが必要ではないかと考える。さら

に研修を実施することは、職場内・外における保健師あるいは多職種との連携強化、情
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報交換の場ともなり、住民を支援する力の充実・向上にもつながるものであり、保健師

の活動の質の向上につながると考える。 

2. 地域の環境について 

保健師の役割として、「地域の課題のアセスメントと対応策の検討」がある。保健師

は地域の特性や顕在・潜在的ニーズを日々の活動から捉えて施策を作っていく役割を

担っている。本研究では、子どもから保護者・地域住民への相乗効果を意識しつつ若年

健診から地域全体の健康における保健活動が行われていた。保健師活動指針 7）におい

て、個々の住民の個別課題から地域課題への視点及び活動の展開が示されている。B町

における【地域との関わり】では、共働き家庭やひとり親家庭の増加、地域のつながり

の希薄化など、家庭を取り巻く環境が変化する中、『子どもの肥満』の改善を『町全体

で（肥満改善）できることはないか』と考え、地域の問題としてとらえ、地域の特徴に

合わせた支援方法を模索していた。その一つとして、子どもへの保健指導を保護者、家

庭へ指導内容を持ち帰り、共有することで、地域全体に住民自身の健康を考える機会を

提供していると考える。 

しかし、ライフスタイルや経済社会が変化してきたことにより、地域社会の自助・互

助の力が弱まり、家族だけで就業、家事、子育てや介護を担うようになってきている。

本研究では、保健師は、〈発達障がい児（者）の増加〉による支援の多様化に困難を感

じ、保健師の取り組みだけでは限界があると考えていた。これより、学校教育や地域組

織との《多職種連携》が不可欠で、多職種・多機関との情報の共有が重要であり、あら

ゆる支援の場面において、保健師が連携を意識して保健活動を行っていることが明ら

かとなっており 9）、重要とされている。健全な親子・家族関係を築けるようになるには、

子育て世代を身近な地域で親身に支える仕組みを整備する必要がある。そのような中、

本研究で保健師は、学校との十分な連携や情報共有がなされていない状況が保健活動

を困難にし、十分な支援の提供ができない現状を感じていた。「地域保健対策の推進に

関する基本的な指針」2）では、ソーシャルキャピタルの構築は重要な活動であり、地域

で子どもや住民の健康を考える必要性が示されている。これより、学校を含めた地域と

保健師の相互理解と役割分担、健全な親子・家族関係を築けるよう地域を巻き込みなが

ら、身近な地域で親身に支える連携体制の強化が必要であると考える。  

3. 子ども・住民の健康意識の変化について 

【対象者の変化】では、『町民の健康づくりの知識の変化』が生まれたことで、《健診

での変化》がみられていた。若年健診の目的、生活習慣の改善の必要性など、子どもの

健診を通して住民の健康を継続的に支援してきたことが、子ども、住民の気持ちの変化

につながったと考える。しかし、生活習慣改善の必要性や保健指導の目的が十分に住民

に伝わっていない、伝えられていない住民は、健康づくりや健診について『自分のもの

としてはなかなか受け入れられない』ことが考えられる。また、『現在は健診受診希望

が多いこと（で保健指導の対応）が困難』となっており、保健師は、業務上のマンパワ

ー不足や業務に追われることで、健診後の結果説明や事後指導などの十分な支援がで
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きないことへの憤りを感じていた。保健師の活動基盤に関する基礎調査報告書 7）によ

ると、保健師活動における課題として、「対応するケースや業務が複雑・困難になって

いる」が最も多く、次いで「日々の業務をこなすことに追われている」が多く、それぞ

れ半数近い保健師が課題として挙げている。これは、B町の保健師においても同様であ

り、『他の業務と並行して実施することの困難』があげられ、保健ニーズが複雑化・多

様化する現状では、業務の効率化の検討と、多職種・多機関との連携・協働による業務

の整理・見直し等組織的な取り組みを進める必要があると考える。 

また、【子どもの健康現状】として、近年では小児肥満が深刻化 12.13）していることか

ら、生活習慣病が発症してからの対応では遅く、幼児期からの生活習慣病予防の啓発の

必要性が共通認識となりつつある。『若年健診をやるのがあたり前の感覚になってきて

いる』ことから、子どもや住民が健康について考える機会の提供につながっていると考

えられる。しかし、『自分のものとしてはなかなか受け入れられない』『対象者の健康指

数測定に対する理解・認識不足』など、対象者が《健診施行目的》を十分に理解してお

らず、子どもの食事の適量や食べ方、活動・運動に関する課題が多く挙げられ、健診結

果から支援が必要なのに支援に繋げられない保健師との意識のずれが支援を困難にし

ていた。よって、学校や地域における生活習慣等の健康についての意識向上や、生活習

慣病予防についての健康教育の実施等、子ども自身が健康について考えることのでき

る環境づくりが必要である。 

4. 保健活動の目的の認識・共有について

保健師の活動は対人支援から地域づくりまでと多岐にわたるが、一般には保健師は

何をしている者なのか理解されていない 3）。保健師の判断やこれに基づく活動を住民に

説明することは、なぜその事業なのか、何が住民の利益につながることなのかを住民が

知ることとなる。これを説明しないことは、結果的には保健師の自己満足と広い見地か

ら真のニーズをとらえにくくする状況を助長することとなる 14）。B 町においても支援

につながらない住民には、活動における目的が十分に伝わっていないことが考えられ

る。活動の目的が伝わらないのは、対象者個人の問題だけでなく、保健師の保健活動の

成果が見えないことが一因となっていることが考えられる。保健活動の展開評価は、活

動展開を明確化し、住民個人の問題であるのか、保健活動の展開方法の問題なのか分

析・評価することで保健師間での目的の認識が図られ、保健活動の評価を住民に発信し

支援していくことで、保健活動の目的の共有を可能とすると考える。 

Ⅴ.結語 

保健師は、若年健診を通し、自身の実践力を用いて、個別支援による個人の健康と地域

住民の健康の維持・向上、様々な健康・生活問題の把握に努めており、保健活動の継続の

必要性を感じていた。しかし、現在の保健活動の継続は必要だが、時間やマンパワー不足

から十分な活動の評価が行えていないと感じていた。さらに、地域、学校、家庭との連携

において個人・家族の健康レベルの改善・向上に貢献するための地道な個別支援活動の積
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み重ねに困難を感じていた。これは、活動の評価の中でも特に、活動展開についての評価

が十分に行われていないことから、保健師自身の保健指導における日々の振り返り、個別

支援における活動の展開の評価を行う必要性があり、これにより、保健師のさらなる実践

力の向上を可能とすると考える。また、地域、学校、関係機関との組織的な連携体制の構

築・強化が保健師の活動展開の評価の実施を可能とする一因であることが示唆された。 
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